





















































































































































（7）  ラインハート ＆ ロゴフは，1970 ～ 2008年に中所得国のデフォルト時における対外債務残高の対GDP比率
60％未満でデフォルトの半分以上が起きている事実を指摘し，返済能力よりも返済意志の方が重要であると
主張している。債務国には長期にわたって債務を返済する意志が十分にあると貸し手が確信していたら，債








（8）  ラインハート＆ ロゴフは，公的債務危機はいつか来た道であり，どこの国でもいつの時代でも起こりうる
ことであり，「今回は違う」（This Time is Different）と考えることを戒めている。信認の喪失による危機，債
務危機が予測困難な理由として信認（confidence）の移ろいやすさをあげている（Reinhart & Rogoff ［2009］ 
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〔抄　録〕
本論文においては，日本国債の現状をふまえて，特に国債の信用を維持する方策として
財政の持続性に対する信認を維持することの重要性に注目した。これを財政歳出入構造の
健全化，財政規律維持制度，財政健全化への意思表明の3側面から分析した。日本国債の
大量発行にも関わらずそれが暴落しなかったのは，日本国内で低利でそれが発行され国内
の金融市場でそれが消化されただけでなく，財政の分野における持続性維持方策が図られ
たからであった。これが国債の大量発行にもかかわらずその信用を維持させた大きな要因
となっていたのである。
財政構造の健全化は歳出抑制に重点が置かれ，増税回避的性格が強かった。財政構造の
健全化方策には時期的変化があり，それはしばしば挫折した。それは1990年代以降には新
自由主義的傾向や経済のグローバル化が反映されるようになっている。税制において消費
税への依存が図られるようになったのはこの影響を受けたものといえる。財政健全化は国
債発行抑制制度や国債債務償還・国債買入消却制度，シーリングにおける財政規律維持に
よっても図られた。だがそれには不十分性が見られ，かつ国債発行抑制制度の骨抜きが進
行していった。財政健全化目標，財政健全化計画の策定により財政健全化意思が表明され
た。だがそれは国債への過度の依存を脱却させるものとはならなかった。
財政の持続性に対する信認が維持されていったとはいえ，その基礎は脆弱である。少子
高齢化の下で社会保障費が増大し，財政危機が深刻なものとなっている状況の下で，その
信認維持という課題はますます重要となっているのである。
